
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

　下水道は、環境衛生の向上、水域の保全のために欠かすことのできない公共性、公益性の高い重要な都市基盤施設です。
当町の公共下水道事業は、平成２（1990）年度の事業着手以降、下水道管渠を延伸し、汚水処理区域を拡大させてきました。また、汚水の最
終的な流入先である終末処理場（御代田浄化管理センター）は、平成５（1993）年度に工事着手し、平成８（1996）年３月から供用開始となりま
した。その後も逐次整備を進め、下水道管路網を増設し、現在に至っています。
　平成27（2015）年度末には、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水及び個別排水処理施設を合わせた普及率は約93％に
達しました。住宅地を主に面整備してきた下水道管渠は、おおむね布設し終わり、今後は維持管理や改築更新に重点を置いた経営の時代
に入っていきます。
　一方、少子高齢化の進行、生活様式の多様化、省資源化、経済成長の鈍化など、社会情勢は転換期を迎え、当町の下水道事業の今後の
経営にも大きな影響を及ぼすことが予想されます。
　下水道事業は、地方財政法で適正な経費負担に基づく独立採算の原則が定められており、平成26（2014）年８月には、総務省から「公営企
業の経営に当たっての留意事項について」の通知があり、各地方公共団体は事業会計ごとに「経営戦略」の策定を行い、経営基盤強化と財
政マネジメントの向上に取り組むことを要請されました。
　経営戦略は、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画であり、計画項目として、施設・設備に関する
投資の見通しを試算した計画（投資計画）と、財政の見通しを試算した計画（財源試算）を、投資以外の経費も含めた上で収支と支出が均衡
するよう調整した中長期の収支計画を策定することとされています。

別添２－２

御代田町公共下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 御代田町

事 業 名 ： 公共下水道事業

処 理 区 域 内 人 口 密 度 15人/ha（平成28年3月末時点）
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

経営戦略策定の背景

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成７年度（20年経過）
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
地方公営企業法非適用企業

処 理 区 数 1　（御代田処理区）

処 理 場 数 1　（御代田浄化管理センター）

広域化・共同化・最適化
実施状況

・処理場で発生する脱水汚泥を、北佐久地区の市町村によって設立された浅麓環境施設組合（浅麓汚泥再生処
理センター）に搬送し、堆肥化を実施（現在はセメント材料として県外搬出）し、汚泥処理に関して事業の広域化
を実施済。
・処理場の維持管理業務の委託先業者を近隣の市町村と同一とすることで、委託の広域化を実施済。
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② 使　用　料

2,376 円（税込） 4,839 円（税込）

2,376 円（税込） 4,969 円（税込）

2,376 円（税込） 5,043 円（税込）

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料体 系の
概 要 ・ 考 え 方

なし

平成26年度

平成27年度 平成27年度

*　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20㎥を乗じたもの

職 員 数

事 業 運 営 組 織

条 例 上 の 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度 実 質 的 な 使 用 料 *
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

・御代田浄化管理センター及びマンホールポンプ36ヵ所の維持管理業務
委託
・御代田浄化管理センター汚泥搬送業務委託

 イ　指定管理者制度 実施状況なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 実施状況なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）

処理場の脱水汚泥をセメント材料として利用

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）

実施状況なし

業務用使用料体系なし

別表（第 30 条関係） 

下水道使用料 

（１か月につき） 

基本料金 超過料金 

汚水の量 金額 用途 汚水の量 金額（１ｍ３につき） 

10ｍ３まで 

      10ｍ３を超え 20ｍ３まで 200 円 

      20ｍ３を超え 50ｍ３まで 210 円 

   
一般用 

50ｍ３を超え 100ｍ３まで 220 円 

2,000 円 
100ｍ３を超え 300ｍ３まで 240 円 

   300ｍ３を超え 500ｍ３まで 260 円 

      500ｍ３を超える分 280 円 

   
公衆浴場用 

10ｍ３を超え 20ｍ３まで 200 円 

   20ｍ３を超える分 100 円 

 

（消費税抜き）

正規職員2名

料金・負担金賦課徴収

1名　※ 1名

上下水道工務係
　係長

※　課長が係長兼務
職員数　計8名

正規職員2名
臨時職員2名

上下水道管理係
　係長

維持管理・工事

1名　※

組織図
建設水道課長

係員 係員
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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

※　別紙参照

　平成26（2014）年度決算「経営比較分析表」を別紙のとおり添付しています。
経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、当町の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせ
た分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となる分析表のことで、総務省自治財務局において作成されたも
のです。

　当町の公共下水道事業では、料金収入で賄い切れない支出に対し、一般会計からの繰入金、起債などの借入により財源確保しています
が、今後も人口減少や、少子高齢化の進行、生活様式の変化、省資源化、経済成長の鈍化など社会状況の変化により、下水道使用料収入
が減少傾向に転じる可能性があります。このような収入の確保が難しい状況の中、安定した下水道事業の経営を進めるため、収支のバランス
について、常に留意していく必要があります。
　当町の公共下水道事業は、平成８（1996）年から供用開始となっているため、初期に整備した管路は現在20年程経過しております。管路の
標準耐用年数は50年とされており、本経営戦略の計画期間の10年間では、改築更新時期には達しませんが、今後20年～30年後には老朽化
対策のため、多額の改築更新費用が必要になることが推定されます。また、汚水処理の根幹施設である終末処理場（御代田浄化管理セン
ター）においては、汚水処理に係る設備の耐用年数が短いため、管路よりも早いサイクルで改築更新をする必要があり、当面は処理場の改築
更新費用が増大していく見込みです。下水道施設全体で改築更新を行うことで、下水道事業の経営状況は一段と厳しくなることが予想されま
す。そのため、持続可能な下水道事業の実現に向け、戦略の計画期間（平成28年度～37年度）においては、将来的な改築更新時期の到来
前に、既存下水道施設のストックの把握と、計画的かつ効率的な改築更新の推進、予防保全的な維持管理業務による施設の延命化を図りな
がら、利用者に対して「安定した下水道サービスを持続的に提供する」ことを経営の基本方針とします。

（２）　投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

○投資の目標に関する事項
　 御代田浄化管理センターの耐震補強・長寿命化工事は、建設事業経費で大きなウエイトを占めていますが、これも平成30（2018）年度まで
に第２期工事が完了する見込みです。その後の更新工事の時期については、下水道施設全体の更新計画であるストックマネジメント計画を策
定のうえ、計画的かつ効率的に実施していきます。下水道の本管整備はほぼ完了していますが、住宅新築に伴う下水道接続に係る工事（枝
管整備、公共桝・取付管）については、有収水量の確保のため、効率的に実施します。
○管渠、処理場等の建設・更新、投資の平準化に関する事項
    下水道整備を行った結果、今後施設の改築更新時期（耐用年数）を迎え、この改築更新費用に多額の費用が見込まれます。したがって、
改築更新サイクルを延長したうえで、改築更新費用の平準化を図り、老朽化した管渠や処理場等の改築更新を計画的、効率的に進めて行く
必要があります。また、施設の更新に当たっては、過剰投資、重複投資とならないよう内容の精査を行うなど、投資の合理化に取り組みます。
当町は、平成24（2012）年度に御代田浄化管理センター長寿命化計画を策定し、平成26（2014）年度から設備や建物の改築更新を行ってき
ました。今後は、処理場のみならず、管路等も含めた下水道施設全体を網羅した上で、改築更新の優先度の判定と計画的な投資を行う必要
があり、その前提作業として、ストックマネジメント計画の策定を最優先事業として位置付けています。
○防災・安全対策に関する事項
　施設の耐震化
　　御代田浄化管理センターは、平成25（2013）年度に耐震診断を行いましたが、その結果、要耐震化箇所が見つかり、平成26（2014）年度か
らの耐震診断により、耐震性能が不十分とされた施設に関して耐震化工事の実施設計を行いました。主に人の出入りがある作業関連施設か
ら優先して耐震工事を始めています。
平成27（2015）年度から平成28（2016）年度に、処理場の管理棟の耐震化工事を実施しました。また、平成29（2017）年度も沈砂池汚泥棟の耐
震化工事を実施し、順次処理場内耐震補強工事を進めていく予定になっています。なお、工事は改築更新工事と同時施工をすることで手戻
り工事等をなくし、コストの削減を図っています。
　　管路の耐震化については、ストックマネジメント計画の策定により、管路の更新、耐震管への切り替えを同時に行えるよう効率的に実施して
参ります。

○使用料収入
　公営企業の料金は、「公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営のもとにおける適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全
な経営を確保することができるものでなければならない」とされています。現在、公共下水道事業においては、事業計画区域内での本管整備
は完了しておりますが、区域内での住宅新築による下水道接続は続いており、料金賦課の対象となる有収水量、料金収入ともに増加している
のが現状です。しかしながら、将来的には人口は減少傾向となり、有収水量も確実に減少していくものと思われます。また、本管整備が完了
し、普及率が上昇したのにもかかわらず、恒常的に一般会計からの多額の繰入れを続けていくことは、受益者負担の原則や独立採算制の原
則からも適正な状況とはいえないため、支出の大きなウエイトを占める元利償還金の状況を踏まえながら、維持管理経費の縮減、建設投資の
効率化など総合的に取り組んだうえで、今後も安定した収入が確保できるよう、使用料の設定については定期的に検討を行う必要がありま
す。

○企業債
　今後、下水道の処理人口が減少し、将来の使用料収入の減少が見込まれる中、現役世代が負担すべき費用を将来世代が過度に負担する
ことにならないよう、処理区内人口１人当たりの企業債残高等に留意し、企業債残高の抑制を図ることが重要となります。現在、過去の建設投
資の財源となった起債（借入金）の元利償還金額は年々増加傾向にあり、平成34年（2022）度にピークを迎える見込みです。現在、財源確保
のため、資本費平準化債の借入により、一般会計からの繰入金を抑制するとともに、単年度収支の安定化を図っておりますが、将来世代に大
きな負担を強いることのないよう、料金収入を含めた収入全体のバランスの維持が必要となります。

○ 一般会計からの繰入金
　  一般会計からの繰入金には、毎年度、総務省自治財政局長から通知される「地方公営企業繰出金について」に定める基準に基づく繰入
金と、それ以外の基準に基づかない繰入金があります。下水道事業において、雨水処理に要する費用等は、一般会計が負担する経費として
基準内繰入金とされており、基準外繰入金は、それ以外の収支不足の補てん等に充てるため、地方公共団体独自の政策判断による繰入金
です。なお、平成18（2006）年度に基準内繰入れとして「分流式下水道等に要する経費」が新設され、基準内繰入金の範囲が拡大されました
が、当該繰入金は、適正な使用料を徴収してもなお使用料で回収することが困難な経費に対するものであり、本来は、使用料で賄うべき経費
とも考えられます。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

  現在、処理場の維持管理業務を民間へ委託している状況ですが、下水道料金の賦課徴収
業務に関しても民間活用できる余地はないか、近年検討を続けています。

○維持管理業務の中での点検作業
 　当町では、下水道の処理場、マンホールポンプの維持管理業務を民間に委託しています。日々維持管理業務に従事している業者に、点
検作業も並行して行うことで、将来的な改築更新に向けた事前調査と詳細な現状把握を行うことができます。
現在、下水道の管渠について、主要幹線である御代田中央幹線（栄町地区～荒町地区、小田井地区を経由し、処理場へ繋がる管）からカメ
ラ調査や清掃作業を実施しています。維持管理業務を充実させることで、施設の現状把握、延命化と改築更新の効率化を図っています。

広域化・共同化・最適化に関する事項

○ 事業の広域化
   平成27（2015）年度に改正された下水道法第31条第４項では、複数の下水道管理者による
広域的な連携に向けた「協議の場」としての協議会制度を創設しており、県、町、下水道事業
に携わる民間業者等を構成員として、下水道管理者が下水道を適正に管理し続けるために、
管理者同士、管理者と補完者等の連携の在り方や役割分担について協議し方向性を決定、
最終的に広域連携の具体化案を導き出し、下水道事業の広域化に繋げていくものとされてい
ます。
    当町では、佐久圏域での開催されている広域連絡会議等に出席し、広域的な取り組みを実
施していく道筋を付けるため、近隣の下水道管理者とともに連携を深めています。
 ○ 事業の共同化
   現在、町では、御代田浄化管理センター及びマンホールポンプの維持管理業務を近隣自治
体と共に、同一の業者に委託しています。近隣の複数の自治体が広域的に委託することで、コ
スト縮減や効率化を図っています。

投資の平準化に関する事項
  投資の大きなウエイトを占める下水道施設の改築更新費用については、ストックマネジメント
計画を策定のうえ、更新時期、更新費用を長期的に把握し、毎年の元利償還金の支出額と比
較検討し、投資の平準化を図っていきます。

その他の取組
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②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

使用料の見直しに関する事項
　支出の大きなウエイトを占める元利償還金の状況を踏まえながら、維持管理経費の縮減、建
設投資の効率化など総合的に取り組んだうえで、今後も安定した収入が確保できるよう、使用
料の設定については定期的に検討を行う必要があります。

資産活用による収入増加
の取組について

資産活用については、近隣自治体、先進自治体の取り組みを参考にしながら、当町の下水道
事業の維持管理業務上支障のない範囲内で、実施できるよう検討していきます。

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理

者制度、PPP/PFIなど）

　下水道料金の賦課徴収業務に関して民間委託の検討を続けていますが、現状とのコスト比
較等で結論には至っておらず、継続的に検討を続けます。近隣市町村と広域的な民間委託を
推進すべく、協同事業及び勉強会等で検討を続けていきます。

職員給与費に関する事項
　現在、下水道事業特別会計からは毎年２名分の職員給与費を支出しています。必要最小限
度の人数としています。

動力費に関する事項
　処理場の電気料金契約に関して、高圧受電分について、一般競争入札等による電力会社の
選定等により、電気料金の縮減ができるよう取り組みます。

薬品費に関する事項
　近隣自治体で、処理場の維持管理業務を同一の業者に委託しており、これにより薬品等を一
括購入できるなど、広域的な維持管理体制の構築により、経費縮減が実現できています。

修繕費に関する事項
　予防保全的な維持管理業務を日常的に行うことで、設備、機械の不具合の早期発見による
修繕費の縮減と、施設の延命化による更新費用の縮減を同時に実現できるよう取り組んでいま
す。

委託費に関する事項
　近隣自治体とともに処理場の維持管理業務を同一の業者に委託し複数年契約することで、
広域的、継続的な維持管理体制の構築による委託費の縮減が実現できています。

その他の取組

危機管理等の体制整備
　自然災害や事故等の不測の事態により、下水道施設が被害を受けた場合でも短期間で復旧
できるようにするため、長野県が主導となり、県内の多くの市町村とともに下水 道BCＰ（業務継
続計画）の共同研究業務を行いました。BCPには災害時の初動、緊急調査、緊急修繕等、発
災からの経過期間ごとに行動計画を立て、有事の際の行動規範等を盛り込んでいます。
　また、大規模地震等により、被災した自治体単位では対応できない下水道被害が発生した場
合に備えて、長野県内をブロックごとに分けて北佐久地区内での下水道施設災害時の防災訓
練（連絡体制構築訓練、受入訓練）を実施しています。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　今後、本計画の実施状況を適宜評価・検証を行いながら、計画期間の中間時である平成33（2021）年
度に見直しを行うとともに、この経営戦略と実績の乖離が著しい場合、又は計画の前提となる経営、財政
の条件が大幅に変更となった場合に見直しを行います。また、現段階で把握できていない詳細項目に
ついても、本計画に基づく事業の実施により計画の精度を高めていきます。
　見直しに当たっては、計画と実績との乖離及びその原因を分析するとともに、計画策定（Plan）、実施
（Do）、検証（Check）、見直し（Action）の４つを踏まえたＰＤＣＡサイクルを活用し、実績との乖離が大き
い場合は、事業全体の実施方針について改めて検討します。
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 26年度 27年度 28年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決算
見込

1 (A) 415,267 448,328 459,162 471,392 483,401 521,194 495,545 494,091 493,143 507,795 497,004 511,662

（１） (B) 273,042 279,754 278,710 279,992 297,828 306,747 315,934 326,107 335,123 345,161 355,502 366,152

ア 271,946 279,033 272,828 279,746 297,322 306,241 315,428 324,891 334,638 344,676 355,017 365,667

イ (C)

ウ 1,096 721 5,882 246 506 506 506 1,216 485 485 485 485

（２） 142,225 168,574 180,452 191,400 185,573 214,447 179,611 167,984 158,020 162,634 141,502 145,510

ア 141,111 164,294 180,452 191,400 185,573 214,447 179,611 167,984 158,020 162,634 141,502 145,510

イ 1,114 4,280

２ (D) 223,791 243,046 227,643 216,675 220,242 213,991 205,998 198,424 191,083 184,137 178,146 178,284

（１） 106,614 134,216 130,411 126,808 138,086 139,259 139,857 140,473 141,156 141,758 142,431 143,124

ア 10,581 11,450 6,469 6,649 6,650 6,650 6,650 6,650 6,650 6,650 6,650 6,650

イ 96,033 122,766 123,942 120,159 131,436 132,609 133,207 133,823 134,506 135,108 135,781 136,474

（２） 117,177 108,830 97,232 89,867 82,156 74,732 66,141 57,951 49,927 42,379 35,715 35,160

ア 117,177 108,830 97,232 89,867 82,156 74,732 66,141 57,951 49,927 42,379 35,715 35,160

イ

３ (E) 191,476 205,282 231,519 254,717 263,159 307,203 289,547 295,667 302,060 323,658 318,858 333,378

1 (F) 197,269 177,074 228,492 250,608 381,340 241,182 223,287 237,204 292,232 363,119 268,815 386,331

（１） 150,700 146,000 179,900 181,700 250,400 175,000 183,000 191,100 215,000 231,600 188,200 221,700

124,000 136,000 140,000 138,000 152,000 156,000 164,000 165,000 162,000 142,000 131,000 120,700

（２） 14,772 15,124 15,486 15,857 16,240 16,632 17,037 17,454 17,882 15,169 15,165 14,881

（３）

（４）

（５） 13,900 20,300 38,500 100,450 35,300 9,000 14,400 45,100 102,100 51,200 135,500

（６） 17,866 15,950 12,806 14,551 14,250 14,250 14,250 14,250 14,250 14,250 14,250 14,250

（７） 31

２ (G) 390,787 379,311 459,119 504,525 644,499 548,385 512,834 532,871 594,292 686,777 587,673 719,709

（１） 55,904 19,946 71,954 98,188 216,613 98,518 45,918 56,758 111,018 216,518 121,718 276,518

7,822 8,244

（２） (H) 334,883 359,365 387,165 406,337 427,886 449,867 466,916 476,113 483,274 470,259 465,955 443,191

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 193,518 △ 202,237 △ 230,627 △ 253,917 △ 263,159 △ 307,203 △ 289,547 △ 295,667 △ 302,060 △ 323,658 △ 318,858 △ 333,378

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

平成37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成34年度 平成35年度 平成36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 26年度 27年度 28年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決算
見込

平成37年度平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

(J) △ 2,042 3,045 892 800

(K)

(L) 2,517 475 2,219 3,111

(M)

(N) 475 3,520 3,111 3,911

(O) 1,300

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 273,042 279,754 278,710 279,992 297,828 306,747 315,934 326,107 335,123 345,161 355,502 366,152

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 5,624,818 5,411,452 5,204,187 4,979,550 4,802,064 4,527,197 4,243,281 3,958,268 3,689,994 3,451,335 3,173,580 2,952,089

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 26年度 27年度 28年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決算
見込

141,111 164,294 180,452 191,400 185,573 214,447 179,611 167,984 158,020 162,634 141,502 145,510

141,111 164,294 180,452 191,400 185,573 214,447 179,611 167,984 158,020 162,634 141,502 145,510

14,772 15,124 15,486 15,857 16,240 16,632 17,037 17,454 17,882 15,169 15,165 14,881

14,772 15,124 15,486 15,857 16,240 16,632 17,037 17,454 17,882 15,169 15,165 14,881

155,883 179,418 195,938 207,257 201,813 231,079 196,648 185,438 175,902 177,803 156,667 160,391

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

77 82

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

75 76 75 79 74 73収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 74 74

赤 字 比 率 （ ×100 ）

73 78

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金
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グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　公共下水道事業を今後も継続的に実施するために
は、維持管理費の削減、改築更新の計画的な実施に
よる支出の平準化、水洗化率の向上、適正な料金設
定など総合的に取り組み、経営の健全化、効率化を
目指す必要があります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　終末処理場については、供用開始から20年以上が
経過し、改築更新の時期を迎えているため、長寿命
化計画を策定し、改築更新に着手しています。管渠
については、事業計画に点検の方法や頻度、維持管
理に関する中長期的な方針等を盛り込み、計画的な
維持管理と改築更新を行う予定です。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①　収益的収支比率
　70％台で推移しており、単年度収支では厳しい状
況が続いています。経営改善に向けた取組が必要で
す。
④　企業債残高対事業規模比率
　類似団体の平均値を大きく下回る数値となってい
ます。企業債残高が少ないことが要因であると考え
られ、この先、企業債償還が進むことでさらに改善
していくことが見込まれますが、今後、施設の改築
更新に多額の費用が必要になることが予想され、そ
の財源として企業債を活用する見込みであることか
ら、将来的な経営の健全化のためこの数値の推移に
は留意が必要です。
⑤　経費回収率
　60％台で推移しており、汚水処理に係る費用が使
用料以外の収入で賄われているため、適正な使用料
設定による収入の確保及び汚水処理費の削減が必要
です。
⑥　汚水処理原価
　類似団体の平均値よりも高い水準であり、有収水
量1㎥当たりの汚水処理コストが高い数値であるこ
とから、投資の効率化や維持管理費の削減等の経営
改善が必要です。
⑦　施設利用率
　流入汚水量の増加に伴い、施設利用率も向上して
はいますが、低水準で推移していくことが予想され
ます。終末処理場の処理能力について、計画数値と
実数値に乖離があることから、その数値を改めるこ
とで施設利用率の改善が期待できます。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 77.54 99.87 4,536 11,959 7.18 1,665.60 【】

262.88 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cd2 15,455 58.79

経営比較分析表

長野県　御代田町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.01 0.09 0.07 0.14 0.03

73.00

73.50

74.00

74.50

75.00

75.50

76.00

76.50

77.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 74.39 76.53 76.75 75.20 74.33

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 116.92 106.69 98.11 90.88 84.05

平均値 1,352.20 1,365.62 1,309.43 1,306.92 1,203.71

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 89.35 69.51 68.93 68.24 67.52

平均値 68.23 65.98 67.59 68.51 69.74

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 264.40 345.19 349.79 354.52 367.98

平均値 241.20 258.83 251.88 247.43 248.89

41.00

42.00

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

52.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 44.60 46.92 47.55 47.92 48.44

平均値 49.64 50.74 49.29 50.32 49.89

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 87.29 89.31 90.55 91.61 93.03

平均値 85.43 85.10 84.31 84.57 84.73

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【776.35】

【94.57】【60.35】【142.28】【96.57】

【0.17】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし
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